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Ⅰ．都市農業の現状

○ 都市農業とは、一般的に「市街化区域内農地及びその周辺で営まれる農業」が基本的には対象。

○ このうち、都市農業の中心となる市街化区域内農地は全農地の1.5％程度、さらに、生産緑地は

0.3％と小規模であるが、農業経営体や農業産出額は全国の約１割を占める。

資料：全国の数値は、「2020農林業センサス」、「耕地面積調査（令和２年）」、「農業産出額調査（令和元年）」による。
都市農業の数値は、「固定資産の価格等の概要調書（令和元年）」、「都市計画現況調査（令和元年）」、東京都及び
全国農業会議所調べ（令和元年）を用いた推計による。

１

○市街地で行われている農業（例） ○市街地の周辺で行われている農業（例）

東京都小金井市 大阪府大阪市 埼玉県さいたま市

農業経営体 農地面積 農業産出額

全 国
１０７.６万

経営体
４３７．２万ha ８兆８，９３８億円

市街化区域
（対全国比）

１４．０万経営体
（ 13％）

６．４万ha( 1.5％)

うち生産緑地
１．２万ha
( 0.3％)

６，２２９億円
（ 7％）



Ⅶ．都市農業の多様な役割

④ 心やすらぐ緑地空間 ⑤ 国土・環境の保全 ⑥ 都市住民の農業への理解の醸成

① 新鮮な農産物の供給 ② 身近な農業体験・交流の場 ③ 災害時の防災空間

消費者が求める新鮮な農産物の供給、
「食」と「農」に関する情報提供の等の
役割

都市住民や学童の農業体験・交流、ふれあい
の場及び農産物直売所での農産物販売等を通
じた生産者と消費者の交流の役割

火災時における延焼の防止や地震時における
避難場所、仮設住宅建設用地等のための防災
空間としての役割

緑地空間や水辺空間を提供し、都市住民の生
活に「やすらぎ」や「潤い」をもたらす役割

都市の緑として、雨水の保水、地下水の涵
養､生物の保護等に資する役割

身近に存在する都市農業を通じて都市住民
の農業への理解を醸成する役割 ２

○ 都市農業は、

①新鮮な農産物の供給、②身近な農業体験・交流活動の場の提供、③災害時の防災空間の確保、

④やすらぎや潤いをもたらす緑地空間の提供、⑤国土・環境の保全、⑥都市住民の農業の理解の醸成

といった多様な役割を果たしている。



○ 個々の経営を見ると、まとまった農地がないことなどから、経営面積は一般的に小さい。

○ 生産面では、消費地の中での生産という条件を活かし、消費者ニーズを把握しつつ、野菜を中心に

多種多様な作物を栽培する農業経営を展開。

○ 販売金額についても、温室等の施設を利用し、年に数回転の野菜生産を行うことなど、高い収益を上げている農業者も存

在。

○ また、都市農業・都市農地に対する評価の高まりも見られるところ。
【１経営体当たり経営耕地面積】 【主要都市における農産物の部門別農業産出額の割合】

３

○住民の都市農業・都市農地の保全に対する考え方

三大都市圏
特定市

是非残して

いくべき

39.5％

どちらかといえば残

していくべき

31.0％

どちらかといえば

宅地化など都市開

発をすすめるべき

4.6％

積極的に宅

地化など都

市開発を進

めるべき

1.4％

どちらとも言

えない

23.6％

資料：農林水産省「都市農業に関する意向調査」
（三大都市圏特定市の都市住民2,000人を対象に令和３年７月に実施したWEBアンケート）

保全すべき
70.5％
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資料：農林水産省「2020年農林業センサス」、東京都及び全国農業会議所調べ（令和元年）

資料：農林水産省「生産農業所得統計（令和元年）」、「令和元年市町村別農業産出額（推計）」

66 56 

209 

299 

0

50

100

150

200

250

300

350

都
市
農
業

全
体

三
大
都
市
圏

特
定
市

地
方
都
市

全
国
平
均

（ａ）

全国平均の２割

資料：農林水産省｢農業構造動態調査（平成31年）｣、東京都及び全国農業会議所調べ（令和元年）



Ⅱ．都市農業振興基本法・基本計画の概要

①都市農業の安定的な継続

②都市農業の有する機能の適切・十分な発揮→良好な都市環境の形成

基本理念等を定めることにより、都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進

目 的

都市農業の定義

市街地及びその周辺の地域において行われる農業

基本理念

◆都市農業の有する機能の適切・十分な発揮とこ

れによる都市の農地の有効活用・適正保全

◆人口減少社会等を踏まえた良好な市街地形成に

おける農との共存

◆都市住民をはじめとする国民の都市農業の有す

る機能等の理解

国･地方公共団体の責務等

◆国・地方公共団体の施策の策定及び実施の責務

◆都市農業を営む者・農業団体の基本理念の実現

に取り組む努力

◆国、地方公共団体、都市農業を営む者等の相互

連携・協力

◆必要な法制上・財政上・税制上・金融上の措置

都市農業振興基本計画等

◆政府は、都市農業振興基本計画を策定し、公表

◆地方公共団体は、都市農業振興基本計画を基本

として地方計画を策定し、公表

国等が講ずべき基本的施策

① 農産物供給機能の向上、担い手の育成・確保

② 防災、良好な景観の形成、国土・環境保全等の機能の発揮

③ 的確な土地利用計画策定等のための施策

④ 都市農業のための利用が継続される土地に関する税制上の措置

⑤ 農産物の地元における消費の促進

⑥ 農作業を体験することができる環境の整備

⑦ 学校教育における農作業の体験の機会の充実

⑧ 国民の理解と関心の増進

⑨ 都市住民による農業に関する知識・技術の習得の促進

⑩ 調査研究の推進

施策推進のための三つのエンジン

○ 平成27年４月には、都市農業の安定的な継続を図るとともに、多様な機能の適正かつ十分な発揮を
通じて良好な都市環境の形成に資することを目的として都市農業振興基本法が制定された。

１．都市農業振興基本法の概要

４



・都市農業の農家戸数、販売金額は全国の１割弱を占め、食料自給
率の一翼を担う
・都市農業は都市住民の多様なニーズに応え、地産地消、体験農
園、農福連携等の施策のモデルを数多く輩出
・我が国の農業を巡る国際環境が厳しくなる中、農業や農業政策に
対する国民的理解を醸成する身近なＰＲ拠点としての役割

・「集約型都市構造化」と「都市と緑・農の共生」を目指す上で都市農
地を貴重な緑地として明確に位置付け
・都市農業を都市の重要な産業として位置付け
・農地が民有の緑地として適切に管理されることが持続可能な都
市経営のために重要

【基本法の政策課題】 都市農業の多様な機能の発揮

・農産物を供給する機能

・防災の機能

・良好な景観の形成の機能

・国土・環境の保全の機能

・農作業体験・交流の場の機能

・農業に対する理解醸成の機能

農業政策上の再評価 都市政策上の再評価

都市農地がもたらす良好な景観
（東京都世田谷区）

・都市農地の位置付けを、「宅地化すべきもの」か
ら都市に「あるべきもの」へと大きく転換し、計画的
に農地を保全
・コンパクトシティに向けた取組との連携も検討
・都市農地保全のマスタープランの充実等土地利
用計画制度の在り方を検討

土地の確保

都市農業の安定的な継続のため、多様な担い
手の確保が重要
・営農の意欲を有する者（新規就農者を含む）
・都市農業者と連携する食品関連事業者
・都市住民のニーズを捉えたビジネスを展開できる
企業等

担い手の確保

保全すべきとされた都市農地に対し、本格的な
農業振興施策が講じられるよう方針を転換

農業施策の本格展開

露地栽培による障害者雇用農園
（茨城県つくば市）

都市農業振興に関する新たな施策の方向性

【講ずべき施策】（特徴的なものを中心に記載）

１ 農産物を供給する機能の向上並びに担い手の育成及び確保
２ 防災、良好な景観の形成並びに国土及び環境の保全等の機能の発揮
３ 的確な土地利用に関する計画の策定等
４ 税制上の措置

５ 農産物の地元での消費の促進
６ 農作業を体験することができる環境の整備等
７ 学校教育における農作業の体験の機会の充実等

２．都市農業振興基本計画の概要

○ 平成28年５月には、都市農業振興基本法に基づき、都市農業の振興に関する施策についての基本的
な方針、都市農業の振興に関し政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策について定める都市農業振興
基本計画が閣議決定された。

５



【参考①】 地方計画の策定状況（令和３年３月末現在）

※ 赤字は令和２年度中に地方計画の策定又は見直しを行った地方公共団体。

都道府県 策定年月日 概 要

関 東

埼玉県 H29.3月 新規策定

千葉県 H29.12月 〃

東京都 H29.5月 既存計画の見直し

神奈川県 H29.3月 〃

東 海 愛知県 〃 新規策定

近 畿

滋賀県 H30.12月 〃

京都府 〃 〃

大阪府 H29.8月 〃

兵庫県 H28.11月 〃

市区町村 策定年月日 概 要

栃木県 宇都宮市 H31.3月 新規策定

埼玉県

川越市 〃 既存計画の見直し

川口市 H30.3月 〃

草加市 R2.3月 新規策定

朝霞市 H31.3月 既存計画の見直し

和光市 〃 新規策定

八潮市 〃 既存計画の見直し

鶴ヶ島市 R2.3月 新規策定

さいたま市 R3.3月 〃

所沢市 R3.3月 〃

越谷市 R3.3月 〃

千葉県

市川市 H28.3月 新規策定

船橋市 H30.2月 既存計画の見直し

松戸市 H31.3月 新規策定

市原市 R2.9月 〃

千葉市 R2.12月 〃

八千代市 R3.3月 既存計画の見直し

柏市 R3.3月 〃

市区町村 策定年月日 概 要

東京都

世田谷区 H31.3月 既存計画の見直し
板橋区 H30.10月 〃
杉並区 H31.1月 〃
足立区 R3.1月 〃
三鷹市 H31.3月 〃
昭島市 H29.11月 〃
調布市 R2.3月 〃
町田市 H29.3月 〃
小平市 H30.3月 〃
日野市 R2.3月 〃
国立市 H29.3月 〃
狛江市 H30.3月 〃
東大和市 〃 〃
清瀬市 H29.3月 〃

武蔵村山市 H30.3月 〃
多摩市 H31.3月 〃
西東京市 〃 〃
日の出町 R2.2月 〃
福生市 R3.3月 〃
稲城市 R3.3月 〃
東村山市 R3.3月 〃
東久留米市 R3.3月 〃
瑞穂町 R3.3月 〃
立川市 R2.7月 〃
国分寺市 R3.3月 〃

市区町村 策定年月日 概 要

神奈川県

横浜市 H30.11月 〃
川崎市 H30.3月 既存計画の見直し
平塚市 H31.2月 新規策定
鎌倉市 H30.7月 〃
藤沢市 H29.3月 〃
厚木市 H30.3月 〃
大和市 H31.３月 〃
海老名市 H30.12月 既存計画の見直し
南足柄市 R2.3月 〃
秦野市 R3.3月 〃

静岡県
静岡市 H30.3月 新規策定
浜松市 H31.3月 〃

岐阜県 岐南町 R3.3月 〃

愛知県

名古屋市 H30.3月 既存計画の見直し
安城市 H31.3月 新規策定

北名古屋市 〃 〃
大府市 R3.3月 既存計画の見直し
岡崎市 〃 新規策定

滋賀県 大津市 〃 既存計画の見直し
京都府 京都市 〃 既存計画の見直し

大阪府

大阪市 H30.6月 新規策定
豊中市 R2.3月 〃
交野市 H31.4月 〃
守口市 R2.10月 〃

兵庫県
神戸市 H30.9月 〃
西宮市 H31.3月 〃
伊丹市 H29.3月 〃

高知県 高知市 R2.3月 既存計画の見直し
福岡県 北九州市 H28.5月 〃

熊本県
熊本市 H30.1月 〃
荒尾市 R1.7月 〃

鹿児島県 鹿児島市 H29.3月 〃

○ 地方公共団体は、政府の基本計画を基本として、その地方公共団体における都市農業振興に関する計画
（地方計画）を定めるよう努めることとされている。（都市農業基本法第10条）

〇 地方計画の策定状況については、令和２年３月末時点で９都府県、75区市町の計84の地方公共団体にお
いて策定済みである。（昨年度末時点：９都府県、53区市町、計62）

６



Ⅲ．都市農業に関する制度
１．都市農地貸借法の制定の経緯
○ 農業従事者の減少・高齢化が進む中、都市農地（生産緑地地区の区域内の農地）の所有者自らによ
る有効な活用が困難な状況となっていたが、都市農地は土地の価格が高いため、都市農地を購入して
農業を行うことは非常に困難。
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2,051

【平均67.0歳】
1,754

（千人）

【年齢別基幹的農業従事者数の推移】

資料：農林水産省「農林業センサス」

【農地の売買価格】

（千円/10a）

資料：全国農業会議所「田畑売買価格等に関する調査結果（平成27年）」

都市計画法の線引きをしていない
市町村

都市計画法線引き市町村

市街化調整区域
市街化区域

農用地区域内 農用地区域外 農用地区域内 農用地区域外

中 田（※） 1,270 1,559 3,589 4,983 28,199 

中 畑（※） 924 1,206 3,467 4,672 29,335 

（千円/10a）

✓ そのため、都市において貴重な資源である都市農地の有効な活用を
図っていくためには、農地所有者だけでなく、意欲ある都市農業者が
都市農地を借りて活用することが重要。

※ 調査地区において収量水準や生産条件等が標準的な田及び畑をいう。

７

東京都板橋区

東京都練馬区



○ しかし、これまでの、都市農地の賃貸借については、
① 都道府県知事の許可を受けた上で、当事者が賃貸借契約を更新しない旨の通知をしない限り、
従前と同一の条件で契約が更新されること（法定更新制度）

② 所有者が都市農地の相続税納税猶予の適用を受けている場合、都市農地を貸し付けると納税猶予
が打ち切られること

から、農地所有者の方は、都市農地を貸すこと難しい面があった。

○ このため、都市農地を貸借しても、法定更新制度が適用されない新しい制度として「都市農地の貸借

の円滑化に関する法律（以下「都市農地貸借法」）」を制定するとともに、都市農地貸借法による都市
農地の貸付けについて相続税納税猶予制度が継続するよう措置した。

・農用地利用集積計画や農用地利
用配分計画により設定又は移転
された賃借権

・都道府県知事の裁定により設定
された農地中間管理権 など

については左の法定更新等の例外

農地等の賃貸借について、期間満了の１年前から６月前までの間に更新しな
い旨の通知（通知を行うためには知事の許可が必要）をしないときは、従前と
同一条件で更に賃貸借をしたものとみなす

① 法定更新（農地法第17条）

② 解約制限（農地法第18条）

農地等の賃貸借について、解除、解約の申入れ、合意解約、更新拒絶の通知
は、知事の許可(政令市は市長)※が必要。許可を受けずにした解約等の行為
は、無効。
※ 知事は、賃借人の信義則違反等、限られた場合でなければ、許可をしてはならない。

○ 賃貸借の法定更新等（制度創設前）

○ 相続税納税猶予制度の適用条件等（制度創設前）

都市農地には適
用されない

例外

親

相続税の申告期限までに営農を開始
し、
引き続き営農を行う者

相続税の納税を猶予

相続人が死亡した場合 等

子都市農地の相続

納税の免除要件

被相続人 相続人

死亡日まで営農
していた者

途中で貸し付けると納税猶予が打切り

都市農地を対象に、貸借しても法定更新が適用されない新
たな制度として、都市農地貸借法を制定

都市農地貸借法等に基づき都市農地を貸し付けても納税猶予が継続 ８



企業、

ＮＰＯ

等

○ 市街化区域内にあって長期に保全されることが担保されている生産緑地（以下「都市農地」とい
う。）を対象に、意欲ある都市農業者等の貸借によるその有効活用を図るため、「都市農地の貸借の円
滑化に関する法律」（平成30年法律第68号。「都市農地貸借法」という。）を制定し、農地法の法定更
新が適用されない等の都市農地の貸借の円滑化の措置を講じた（施行日：平成30年９月） 。

市区町村長

都市農地に
賃借権等
を設定

事業計画に従って設定した都市

農地の賃借権等は、農地法第

17条（法定更新）の適用除外

Step ④

認定

決定

Step ②

【 事業計画認定の効果】

提出

Step ③市区町村

Step ①

（貸借期間後に農地が返ってく
るため、安心して貸すことがで
きる）

など

☑ 都市農業の機能の発揮に特に資する
基準に適合する方法 により都市農地

に
おいて耕作を行うか

☑ 農地の全てを効率的に利用するか

認定基準

例 ☞生産物の一定割合を地元で販売

☞都市住民が農作業体験を通じて農作業
に親しむ取組を実施

事業計画が要件に適合する場合に認定

⑥貸付け
⑦特定農地
貸付け

市町村

〔開設者〕

農業委員会

③申請 ④承認

地方公共
団体 等

⑤貸付け
等

利用者

利用者

利用者
①貸付協定

農
地
所
有
者

②貸付規程
の作成

都市農地貸借法では赤枠部分の手続が不要

⑤貸付け
⑥特定都市
農地貸付け

〔開設者〕

農業委員会

③申請 ④承認

利用者

利用者

利用者

企業、

ＮＰＯ

等
①協定

市民農園開設者が農地所有者から直接都市農地を借りて貸付方式の
市民農園を開設できる措置を新設

（特定農地貸付法では、地方公共団体等以外の市民農園開設者は、
地方公共団体等を経由して農地を借りる必要）

農
地
所
有
者

②貸付規程
の作成

市町村

【参考】特定農地貸付法（特定農地貸付け）の場合

① 自ら耕作の事業を行う場合の貸借の円滑化
②特定都市農地貸付けを行う場合の貸借の円滑化

農業委員会

５

都市農地の貸借の円滑化に関する法律

農地の賃貸借は、知事の許可※を受けない
限り、従前と同一の条件で更に賃貸借をしたも
のとみなされる（貸借契約が更新される）。

※ 賃借人の信義則違反等、限られた場合でなけ
れば、許可をしてはならない。

法定更新（農地法第17条）

都市農地での
耕作の事業計画
を提出

Ⅱ．都市農地の貸借の円滑化に関する法律について２．都市農地貸借法の概要

９



都道府県 市区町村
事業計画の認定状況

都道府県 市区町村
事業計画の認定状況

都道府県 市区町村
事業計画の認定状況

都道府県 市区町村
事業計画の認定状況

件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡）

埼玉県 6 17,131東京都 三鷹市 6 15,387神奈川県 11 25,448大阪府 八尾市 9 10,967

朝霞市 1 3,431 青梅市 1 2,824 川崎市 3 8,521 寝屋川市 1 1,138

新座市 2 6,418 府中市 10 10,991 平塚市 1 2,406 河内長野市 2 2,958

富士見市 2 2,216 昭島市 3 5,278 小田原市 1 1,633 和泉市 2 4,074

坂戸市 1 5,066 調布市 7 7,685 茅ヶ崎市 2 1,582 箕面市 1 4,381

千葉県 5 12,662 町田市 8 23,457 秦野市 4 11,306 柏原市 1 1,595

船橋市 2 3,931 小金井市 1 710愛知県 8 20,893 摂津市 1 1,043

流山市 1 2,327 小平市 8 21,501 名古屋市 5 14,200 東大阪市 5 4,956

我孫子市 2 6,404 日野市 5 9,959 津島市 1 905 泉南市 3 5,306

東京都 114 218,784 東村山市 6 10,015 碧南市 1 3,419 四條畷市 1 1,096

世田谷区 6 10,175 国立市 1 1,317 日進市 1 2,369兵庫県 28 33,559

板橋区 1 2,050 狛江市 1 1,947京都府 14 23,026 神戸市 2 6,129

練馬区 9 29,502 清瀬市 2 4,963 京都市 12 20,027 尼崎市 6 8,013

足立区 1 1,772 多摩市 2 601 亀岡市 2 2,999 西宮市 1 872

葛飾区 1 794 稲城市 6 5,689大阪府 34 45,805 伊丹市 15 15,692

江戸川区 5 4,098 西東京市 2 363 岸和田市 1 2,507 宝塚市 1 1,114

八王子市 10 25,809 東久留米市 2 6,700 豊中市 3 1,875 川西市 3 1,739

立川市 3 6,353 武蔵村山市 2 3,845 高槻市 1 500和歌山県 1 7,864

武蔵野市 1 2,175 羽村市 4 2,824 貝塚市 3 3,409 和歌山市 1 7,864

計 221 405,172

【参考②】都市農地の貸借の円滑化に関する法律の認定等の状況（令和３年３月末現在）

① 自らの耕作の事業の用に供するための都市農地の貸借の円滑化 【借りた都市農地で自ら耕作の事業を行う場合】

② 特定都市農地貸付けの用に供するための都市農地の貸借の円滑化 【借りた都市農地で市民農園（貸し農園）を開設する場合】

※ 赤字は令和２年度中に新たに都市農地貸借法の認定等があった地方公共団体

〇 都市農地貸借法に基づく事業計画の認定等は、292件・515,067㎡で行われた。
（R2.3末時点：174件、305,830㎡）

都道府県 市区町村
特定都市農地貸付けの承認状況 市民農園

開設数
都道府県 市区町村

特定都市農地貸付けの承認状況 市民農園
開設数

都道府県 市区町村
特定都市農地貸付けの承認状況 市民農園

開設数件数 面積（㎡） 農園区画数 件数 面積（㎡） 農園区画数 件数 面積（㎡） 農園区画数

埼玉県 4 6,708 503 4東京都 府中市 1 2,000 166 1京都府 3 8,268 274 3

さいたま市 2 2,506 195 2 調布市 1 2,099 225 1 京都市 3 8,268 274 3

川口市 1 1,948 168 1 町田市 1 1,772 119 1大阪府 16 19,053 1,108 16

朝霞市 1 2,254 140 1 小金井市 1 990 60 1 大阪市 5 6,678 414 5

千葉県 3 11,694 462 3 国分寺市 1 1,955 162 1 堺市 6 4,566 177 6

柏市 1 4,241 185 1 狛江市 1 1,364 130 1 吹田市 1 1,197 118 1

流山市 1 4,996 156 1 多摩市 2 1,771 119 2 茨木市 1 406 15 1

八千代市 1 2,457 121 1神奈川県 7 10,962 762 7 箕面市 1 3,004 125 1

東京都 26 42,373 3,463 26 横浜市 1 2,746 146 1 門真市 1 2,234 161 1

目黒区 1 1,652 18 1 川崎市 3 3,164 220 3 東大阪市 1 968 98 1

世田谷区 6 9,693 868 6 藤沢市 1 1,577 133 1兵庫県 8 7,439 468 8

杉並区 2 2,967 397 2 茅ヶ崎市 1 1,881 140 1 尼崎市 2 1,742 153 2

板橋区 1 1,444 90 1 大和市 1 1,594 123 1 西宮市 1 1,664 112 1

練馬区 4 7,183 566 4静岡県 3 2,547 237 3 伊丹市 3 2,656 167 3

足立区 1 2,121 152 1 静岡市 3 2,547 237 3 宝塚市 2 1,377 36 2

江戸川区 1 1,693 193 1愛知県 1 851 44 1
計 71 109,895 7,321 71

八王子市 1 1,809 86 1 名古屋市 1 851 44 1

三鷹市 1 1,860 112 1
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（１）生産緑地法等の改正
【生産緑地法】 （現行・改正)

【都市計画法・建築基準法】

【都市緑地法】

緑地の定義

生産緑地地区に関する都市計画

用途地域

税制）新たに対象となる小規模な
生産緑地にも農地課税を適用

・500㎡以上等の要件に該当する一団の農地 （生産緑地地区：12,525ha）

生産緑地地区内の行為制限

・生産等に必要な施設のみ設置可能
▶直売所、農家レストラン等の設置を可能に（国家戦略特区の規制改革提案に対応）

生産緑地の買取り申出

・都市計画決定後30年経過により所有者は市区町村に買取り申出が可能
（平成34年には約8割の生産緑地が申出期を迎える）

▶ 田園住居地域の創設
・農地と調和した低層住宅に係る良好な住居環境の保護を目的

・建築規制（低層住居専用地域をベースに農業用施設の立地を限定的に許容）

・農地の開発規制（許可制、一定の小規模の開発は可能）

・住居、商業、工業その他の用途を適切に配分し、建築物の用途、形態等を制限

・農地が比較的多い住居専用地域では、農業用施設の建築には個別許可が必要

・生産緑地以外の農地は宅地化が進行

・法律上の緑地の範囲は、樹林地、草地、水辺地等 ▶ 農地を明示

市区町村の公園・緑地政策全体のマスタープラン（緑の基本計画）
・農地は原則対象外 ▶ 生産緑地ほか都市農地の保全方針を追加

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H4 H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25

生産緑地以外の市街化区域内農地（左軸：ha）

生産緑地（左軸：ha）

(ha)

規制緩和による農業経営の支援
＋都市住民の満足度向上

農家の意向を基に
将来の保全を確実に

都市の構成要素としての農地を都市計画に本格的に位置付け

小規模でも身近な農地を
きめ細かに保全

農地を都市の
緑地政策体系に
位置付け、保全
手法を充実

公共施設の設置（道路）

存続

面積要件（500㎡）を下回る

三大都市圏特定市における市街化区域内農地の推移

農産物直売所 農家レストラン

農地と調和した低層住宅

▶申出可能時期を10年先送りする特定生産緑地制度の創設
（土地所有者等の同意を得て市区町村指定）

▶300㎡以上（政令で規定）で市区町村が条例で定める規模
に引下げ可能に
※一団性要件の運用緩和（いわゆる道連れ解除への対応）

農業体験農園 生産緑地地区

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H4 H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25

生産緑地以外の市街化区域内農地（左軸：ha）

生産緑地（左軸：ha）

(ha)

公共収用等で面積要件を下回ること
となる生産緑地の保全を可能に

第一種低層住居専用地域 / 第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域 / 第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域 /第二種住居地域 /

準住居地域

商業系 ２

＋ 田園住居地域

用途地域の類型

住居系 ７ ＋ 1

工業系 ３
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【参考③-１】 都市農地の貸借の円滑化に関する法律の活用事例 ～ 自ら耕作～
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13

【参考③-２】 都市農地の貸借の円滑化に関する法律の活用事例 ～ 市民農園 ～



【令和４年度予算概算要求額 10,215（9,805）百万円の内数】

＜対策のポイント＞
都市住民と共生する農業経営を実現するため、都市部での農業体験等の取組や農地の周辺環境対策、防災機能の強化等の取組を支援し、その際、都市
農地の貸借促進に係る取組を優先的に支援します。また、今後の都市農業振興に向けた国の施策の方向性に沿ったモデル的な取組を支援します。

＜事業目標＞
都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき貸借された農地面積（255ha［令和６年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-3502-5948）

＜事業の流れ＞

国
定額

民間団体、地域協議会、
市区町村、ＪＡ、NPO法人等

２．都市農業共生推進等地域支援事業

① 地域支援型

ア 都市住民と共生する農業経営への支援策の検討や都市農

業の多様な機能についての理解醸成、市民農園等の附帯施

設の整備や都市農地の周辺環境対策等の取組

イ 都市農業者と都市住民が直接ふれあうマルシェ等の開催に

よる交流促進のための取組

ウ 都市農業の機能である防災機能の維持・強化等の取組

等を支援します。

② モデル支援型

国の施策の方向性に沿った取組を、複数の地域が連携して一体

的に実施し、当該取組をガイドライン化するなどにより、各地域へ

波及させる取組を支援します。

都市農業アドバイザーの派遣

都
市
農
業
共
生
推
進
等
地
域
支
援

都
市
農
業
機
能
発
揮
支
援

税や相続に関する講習会 都市住民への理解醸成や効果的な情報発信

都市住民と共生する農業経営への支援策の検討

市民農園の整備等

都市住民との交流促進

マルシェ等の開催農作業体験会の開催

１．都市農業機能発揮支援事業

都市農業が有する多様な機能を活用した取組を支援するため、

アドバイザーの派遣、都市農業に関する税や相続等に関する講習

会の開催、都市住民等への都市農業に対する理解醸成や農業・

農山漁村への関心を喚起するための効果的な情報発信等の取組

等のための全国に向けた取組を支援します。

●地域支援型

防災機能の維持・強化

防災訓練や防災兼用
井戸の整備

都市農地貸借法
に基づく農地の貸
借による次世代
の担い手づくり等
の取組に対し、加
点により優先。

貸借

都市農業者
（担い手）

●モデル支援型

農
村
へ
の
関
心
層

の
拡
大

防
災
機
能
の
強
化

地域支援型の取組に合わせ、
国の施策の方向に沿った取組
を実施し、ガイドラインなどによ
り全国に波及させる取組を支
援。

※下線部は拡充内容

Ⅳ．都市農業に関する予算措置

都市農業機能発揮対策（農山漁村振興交付金）
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【参考④】Ｒ３年度 都市農業機能発揮支援事業の取組（情報発信）

ランドブレイン（株）
「都市と農業のプラットホーム」の稼働

東武トップツアーズ（株）
LINEを活用した情報発信やアンケートの実施による情報収集等

15
都市農業者、消費者（都市住民）、農に関心のある企業等、多様な主体への情報発信を展開

都市住民を対象として、
①生産者の紹介
②マルシェや市民農園の情報 等

消費者目線の情報を発信

農業者や企業を対象として、
①都市農業者の事例
②農業に関与している企業の事例 等

農業へ関わるための情報を発信

特典①
様々な取組の情報を

取得することができます！

特典②
本取組に関連するイベントにも

参加することができます！

都市農業において、農家や企業等が連携し
た、SDGsの実現など社会的な課題の解決
に資する取組を定期的に発信していきます。
また、プラットフォームのメンバーは、上記の
内容に関連する取組を、このホームページで
紹介することも可能となります。

今後、プラットフォームメンバー同士の勉強
会や有識者を交えた都市農業のあり方の研
究会の開催等を予定しております。
また、企業同士、企業と農家・自治体のマッ
チングの機会、相談窓口等も創出していきま
す。今後の事業展開の際、ご活用いただける
場を設けていきます。

 都市住民と農業者の交流という従来の都市農業の関係性に加え、農業関連以外の企業、ま
ちづくり組織が近年参画し始めています。

 そのため、都市農業に関心を持つ企業との関係性を構築することは、「都市農業及び農業の
新しい領域の開拓につながる」、「企業の都市農業や農業に対する理解・関心の増進につな
がる」ことが考えられ、都市農業の発展に寄与します。一方、企業は、都市農業や農業につい
ての知見や連携先に関する情報が不足しているといった課題も見受けられます。

 これら背景を踏まえ、「都市と農業のプラットフォーム」を立ち上げました。今後、協議会等と
いった組織化を見据えた展開を検討しています。



都市農業公式LINEアカウント
「まちなか農業ひろば」開設！

都市農業普及 ×

東武トップツアーズ株式会社では、
農林水産省「都市農業機能発揮支援事
業」の採択を受け、
都市農業の情報発信プラットフォームを
開設しました。

都市農業に関するHP等の集約や、
今後の都市農業イベント・マルシェ等の
情報発信を行います。

LINEの
お友達追加から！
こちらのQRコードを
読み込んでください

>>>>>

11月23日(火・祝)・24日(水)

場所：池袋駅地下1階イベントスペース「マルチスクエア」
その他、東武百貨店屋上などで都市農業情報発信プログラムを準備中

まちなか農業マルシェin池袋 開催決定!!

都市農業の理解と農業への関心向上を目的とし、池袋を舞台にマルシェイベントを開催します!
東京都内で採れた農産物や加工品など多彩なラインナップで、都市農業の魅力やマルシェの楽しさを発信しま

す。
また、11月23日はオープニングイベントとして様々なステージイベントを開催予定!

まちなか農業ひろば
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簡単なアンケートに
ご協力願います!!

今後、プラットフォームメンバー同士の勉強会や有識者を交えた都市農業

のあり方の研究会の開催等を予定しております。

また、企業同士、企業と農業者・自治体のマッチングの機会、相談窓口と

いった今後の事業展開の際、ご活用いただける場を設けていきます。

都市住民と農業者の交流という従来の都市農業の関係

性に加え、農業関連以外の企業、まちづくり組織が近年参

画し始めています。

そのため、都市農業に関心を持つ企業との関係性を構築

することは、「都市農業及び農業の新しい領域の開拓につ

ながる」、「企業の都市農業や農業に対する理解・関心の

増進につながる」ことが考えられ、都市農業の発展に寄与

します。一方、企業は、都市農業や農業についての知見や

連携先に関する情報が不足しているといった課題も見受

けられます。

これら背景を踏まえ、「都市と農業のプラットフォーム」を

立ち上げました。今後、協議会等といった組織化を見据え

た展開を検討しています。

設立趣旨

新事業分野として、アーバンアグリカルチャ―、都市農

業に関心のある企業（特に、これまで農業と関連の薄

かった企業）をターゲットとして、当該企業とのネット

ワークを構築すること

そのネットワークを、これまでの都市農業に関わってき

た農業者、企業、消費者、有識者につなげること

令和３年度 都市農業機能発揮支援事業（効果的な情報発信手法の開発・発信）

[事務局]

ランドブレイン株式会社 国土政策グループ （担当：宮脇、岡部、宇井）
E-MAIL ： toshi-nogyo@landbrains.co.jp

本プラットフォームにご加入希望の方は、
事務局に、以下の事項をご連絡ください。

[必要事項] 企業名・部署名・氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）・

電話番号・メールアドレス

都市農業の新たな展開に向けた仲間になりませんか？

特典① 様々な取組の情報を取得することができます！

都市農業において、農業者や企業等が連携した、SDGsの実現といった社

会的な課題の解決に資する取組を定期的に発信していきます。

また、プラットフォームのメンバーは、上記の内容に関連する取組を、この

ホームページで紹介することも可能となります。

特典② 本取組に関連するイベントにも参加することができます！
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